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周産期における骨盤底筋訓練の尿失禁症状に及ぼす影響の検討　
―出産後４・５か月時における尿失禁症状―

長島　玲子・井上　千晶・合田　典子＊

概　　要

　　本研究の目的は，出産後４・５か月時点の尿失禁症状と骨盤底筋訓練の実施
状況及び諸要因との関連について明らかにすることである。
　対象者は出産後４・５か月の褥婦である。方法は無記名自記式質問紙により，
尿失禁症状や骨盤底筋訓練の実施状況について調査を行なった。
　産後４か月以降も継続する尿失禁は，約３割認められQOLに影響を及ぼしてい
た。尿失禁に関連する要因は，児の出生時体重であった。骨盤底筋訓練の知識は
少なく，さらに産後４か月時点まで訓練を継続することは困難な現状であった。
出産後尿失禁の慢性化を防ぐための骨盤底筋訓練の普及は十分になされていない
現状が明らかになった。
　また，妊娠中に訓練を開始した方が出産後から開始するよりも訓練の継続率が
有意に高かった。
　以上から，骨盤底筋訓練の必要性の指導強化と妊娠中からの訓練の開始が継続
率の向上につながることが示唆された
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Ⅰ．はじめに

　尿失禁は女性の健康問題であるという認識が
高まっている。しかし，多くの女性は，尿失禁
は不治あるいは女性では当たり前のこととして
放置している。このため慢性化し，加齢に伴い
複雑な要素が加わり重症化することが多い。
　女性の尿失禁と妊娠・出産の関連性につい
ては多くの先行研究がされている（福井ら，
2004；渡邊ら，1989）。出産後の尿失禁の原因
について，妊娠・出産に伴う骨盤底の支持組織
における弛緩や損傷が不完全に修復することに
より，出産後の尿失禁は慢性化すると言われて
いる（中田，1997）。さらに，Viktrupら（1992）
は，妊娠や出産に伴い発症した尿失禁は産後２
～３か月までに消失するが，産後３か月の時点

で残存する尿失禁の多くは慢性化すると指摘し
ている。一方，出産後に多い腹圧性尿失禁に対
する保存的療法である骨盤底筋訓練の有効性に
ついては多くの報告がある（福井ら，2004；井
口，1999）。しかし，臨床において積極的に導
入されているとは言い難い（吉川，2002）。女
性の生涯を通じたQOLの高い健康支援を行な
うために，周産期ケアとして妊娠早期から骨盤
底ケアを行なうことが重要である。
　そこで，産後４・５か月時点の尿失禁症状と
骨盤底筋訓練の実施状況および諸要因との関連
を検討した。

Ⅱ．研究方法

１．用語の定義
　尿失禁とは無意識あるいは不随意に尿が漏れ
ると本人が知覚しているものをいう。尿が漏れ
る量や回数は関係しない。
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２．調査対象
　Ａ市内の３か所における４・５か月乳児健康
診査に来所する褥婦354名を対象とした。

３．デ－タ収集方法
１）質問紙の構成
　対象の属性については，「年齢」，「出産回数」
「BMI」，「産後月数」の４項目である。
　尿失禁についてはICIQ-SF（International 
Consultion on Incontinence Questionnaire-

Short Form）日本語版を用いた。これは尿失
禁の頻度，尿失禁の程度，尿失禁の種類および
尿失禁による生活の支障度の４つの質問から成
る症状・QOL質問票である。質問１は「どれ
くらいの頻度で尿が漏れるか」で，配点は１～
５点である。質問２は「どれくらいの量の尿漏
れがあるか」で，配点は２～６点の３段階であ
る。質問３は「どんなときに尿が漏れるか（重
複可）」で，尿失禁の種類を鑑別するものである。
質問４は「生活が損なわれる程度」で，０（まっ
たくない）～10（非常に）点までの数値を選び
その数値を得点とする。尿失禁における自覚症
状・QOL評価として，質問１，２，４の得点を
合計して０～21点で評価する。この質問票は泌
尿器科領域において日常診療に極めて簡便なも
のとして有用とされている（福井ら，2004）。
　骨盤底筋訓練については，「骨盤底筋訓練の
知識の有無」「理解できたか」「継続できたか」「訓
練の開始時期」の４項目である。
　尿失禁の関連要因については，先行研究（河
内，2009；立石，2000；渡邊，1998）から「年
齢」「BMI」「出産回数」「出生時体重」「出生時
頭囲」「クリステレル胎児圧出法（以下，クリ
ステレルとする）」「吸引分娩」「経膣分娩」「帝
王切開」と今回加えた「便秘」「骨盤底筋訓練
の継続」の11項目である。デ－タ集計に際し，
新生児の出生時体重と出生時頭囲については，
経産婦では出生時の最大値を用いた。
２）調査方法
　無記名の自記式調査用紙は，乳児健康診査の
案内状送付時に同封し，健診当日に提出するこ
ととした。回収方法は，会場に回収箱を設置し
た。

４．調査期間
　調査は2007年９月～10月の２か月間で行なっ
た。

５．分析方法
　ICIQ-SFについては，症状とQOLの障害の程
度を平均点を算出すると共に，各問いについて
割合を確認した。
　尿失禁の関連要因については，尿失禁の有無
別に比較し，年齢，BMI，出産に関する項目は
対応のないｔ検定を行った。また，出産に関す
る項目，便秘，骨盤底筋訓練の有無については
χ２検定を行った。
　つぎに，尿失禁を発症させる確率の高い要因
を検討するために，先行研究で尿失禁の関連要
因といわれている前述の11要因を独立変数と
し，尿失禁の有無を従属変数として，ロジス
ティック回帰分析を行った。この際，変数減少
法ステップワイズ（Wald）を用いた。
　すべての分析は統計ソフトSPSS Ver.11 for 
windowsを使用して行った。

６．倫理的配慮
　研究協力の依頼にあたっては，自由意思であ
ること，研究協力の匿名性や協力者のプライバ
シーは守られること，収集したデータは本研究
の目的以外には使用しないこと，関連する学会
で公表することを文書にて説明した。健診当日
に調査票の提出をもって研究協力の承諾が得ら
れたこととした。

Ⅲ．結　　果

１．質問紙の回収結果
　郵送した質問紙は354部で，回収率は87.0％
（回収数308部），このうち有効回答率は96.4％，
297部であった。

２．対象の属性
　297名の年齢は18～43歳で，平均年齢は30.4
±4.8であった。出産後の平均月数は4.2±4.6で
あった。出産回数は１回目133名（44.8%），２
回目119名（40.1%），３回目36名（12.1%），４
回目９名（3.0%）で平均回数は1.8±0.8であった。
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 表１　ÇＩＣＩＱ-ＳＦ（尿失禁症状・QOL質問票）

BMIの平均は20.7±2.4であった。

３．尿失禁の実態・ICIQ-SF
　尿失禁症状の保有者（以下，尿失禁群とす
る）は84名（28.3％）であった。尿失禁群の症
状とQOLについて表１に示す。尿失禁の頻度
はおよそ１週間に１回あるいはそれ以下が50名
（59.5%），１週間に２～３回が19名（22.6%），
１日１回以上が15名（17.9%）であった。
　また，尿失禁の程度は79名（94.0%）が少量
と回答し，無回答が５名あった。
　尿失禁の種類の鑑別では，最も多かったの
は咳・くしゃみあるいは運動時など腹圧が加
わったときに尿が漏れる腹圧性尿失禁で57名
（71.3%）であった。次ぎはトイレにたどり着
く前に漏れる切迫性尿失禁で19名（23.8%），
腹圧性と切迫性を加えた混合型尿失禁が３名

（3.8％）の順であった。
　生活が損なわれる程度については，まったく
なし０点が63名（75％），生活が損なわれると
回答したのは21名（25.0％）であった。生活が
損なわれる程度の最大値は７点，最小値は２点
であった。尿失禁における自覚症状・QOL評
価の総合得点は21点満点中の平均値は4.9±1.7
であった。

４．骨盤底筋訓練の実施状況
　骨盤底筋訓練における知識の有無について
は，有りが297名中99名（33.3％），無しが198
名（66.7％）であった。有りの中にはテレビや
雑誌から知識を得ている者もいた。
　骨盤底筋訓練を理解できたかについては，
「まったくできない」「あまりできない」「何と
もいえない」を合わせて47名（47.5%），「かな
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 表4-1　尿失禁の有無と関連要因

 表4-2　尿失禁の有無と関連要因

 表２　骨盤底筋訓練の実態  表３　骨盤底筋訓練の開始時期と継続状況

りできた」と「できた」を合わせて52名（52.5%）
で，約半数は理解できていた。
　骨盤底筋訓練の知識有りのうち，現在まで訓
練を継続できたかについては，「まったくでき
ない」「あまりできない」「何ともいえない」を
合わせて82名（82.8%），「かなりできた」と「で
きた」を合わせて17名（17.2%）で，継続率は
低かった（表２）。
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　訓練を開始した時期については，妊娠中が36
名（36.4％），出産後は63名（63.6％）であった。
　骨盤底筋訓練の開始時期と訓練の継続の関
連について表3に示す。骨盤底筋訓練の開始時
期は妊娠中10名（27.8％），出産後7名（11.1％）
であった。妊娠中から骨盤底筋訓練を開始した
方が出産後からの開始に比べ継続率が有意に高
かった（標本比率の差の検定，ｐ＝0.034）。一
方，尿失禁群では，骨盤底筋訓練を実施した25
名（25.3％）のうち訓練を開始した時期は，妊
娠中が10名（10.1％），出産後からが15名（15.2％）
で訓練を継続した者は３名のみであった。骨盤
底筋訓練の継続と尿失禁の有無には差はなかっ
た。

５．尿失禁の関連要因
　尿失禁の有無別に，属性や出産時の状況お
よび便秘，骨盤底筋訓練の継続について各項
目との関連を検討した。新生児の出生時体重
は尿失禁有群の方が有意に重かった（ｔ検定，
p=0.002）（表4-1）。出生時体重3,300ｇ未満に比
べ3,300ｇ以上の方が尿失禁は有意に高かった
（χ２検定 p=0.002）（表4-2）。
　また，出産後の尿失禁への独立変数11の影響
の強さを分析した結果，出生時体重のオッズ比
は1.002（p=0.000），出生時頭囲のオッズ比は
0.680（p=0.008）で有意差がみられた。全体の
正判率は72.1％，尿失禁有り群における正判率
は13.1％であった。（表５）。

Ⅳ．考　　察

　産後４・５か月の時点における尿失禁の実態
と骨盤底筋訓練の実施状況及び尿失禁の関連要
因について検討した。

１．尿失禁の実態
　産後４か月以降も継続する尿失禁は28.3％認
められた。産後尿失禁の実態調査によると，出
産直後から１～２か月頃では，上原ら（1990）
は７％，宮田ら（1997）は32.9%，Masonら
（1999）は疫学研究から６～31％，産後３か月
ではViktrupら（1992）は６％と報告している。
結果に幅があるのは，アンケ－ト方法の違いや
尿失禁の定義の差によるものと思われるが，約
30％の発症率は我々とほぼ同様の結果であっ
た。河内（2009）は出産後２か月以降３年以内
の尿失禁について35.5％であったと報告してい
る。Viktrupら（1992）は産後３か月の時点で
残存する尿失禁の多くは慢性化すると述べてい
る。本研究においては約３割が慢性化する可能
性が示唆され，さらに出産後の年月が経過する
中で新たな要因が加わり，尿失禁が増加するこ
とも考えられる。
　尿失禁の分類では，腹圧性尿失禁が大半を
占め，次いで切迫性尿失禁を示唆する結果で
あった。産後の尿失禁の種類については，腹圧
性尿失禁が大半を占める報告は多く（我部山，
1998；河内，2009），本研究でも同様の結果であっ
た。

周産期における骨盤底筋訓練の尿失禁症状に及ぼす影響の検討　
―出産後４・５か月時における尿失禁症状―

 表５　尿失禁に関連する要因
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　一方，出産後の尿失禁症状・QOL障害につ
いては軽度であった。これは尿漏れの程度が
少量であったためと考えられる。しかし，尿
失禁の頻度では１日に１回以上が12.5％あり，
25.0％は生活が損なわれると自覚している。尿
失禁はQOLの低下だけでなく羞恥心を伴い，
人に相談しにくい一面や，一人で悩む場合もあ
り（河内，2009）軽視してはならない症状と考
える。
　そのため，妊娠や出産を契機に発症する尿失
禁を予防・改善させることは，女性の生涯にわ
たるQOLの向上を目指した健康支援として重
要なことである。

２．骨盤底筋訓練の実施状況
　妊娠中及び出産後に骨盤底筋訓練の知識を得
ていた者は約３割と少なかった。周産期におけ
る骨盤底筋訓練に関する知識の普及が不十分で
あることや訓練の継続率が低いことが明らかに
なった。
　骨盤底筋訓練の知識を得た者の約半数は理解
できているが，訓練の継続は２割弱であった。
　出産後の骨盤底筋訓練の実施状況や継続率に
関する先行研究は少ない。井口ら（1999）は個
別に媒体を用いて骨盤底筋訓練を指導した結
果，出産後１か月の時点では75.3%の実施率で
あるが，産後３か月では約２割に減少したと述
べており，訓練の継続状況は同様の結果であっ
た。このことから，骨盤底筋訓練の知識はあっ
ても，出産後に訓練を継続することは困難であ
ることが分かった。井口ら（1999）は，産後１
か月以降は家事・育児などの労働量が大きく変
化し，骨盤底筋訓練を継続することに影響を及
ぼしていると述べている。その他に，骨盤底筋
訓練の継続を困難にしている原因として，出
産後は骨盤底筋の収縮力が弱く筋収縮の感覚
を自覚しにくいためと考えられる。Dougherty
（1998）は，出産後骨盤底筋の収縮力は激減す
るが産後６週以内にかなり収縮力は回復すると
述べている。そのため，出産後６週間までに行
なう骨盤底筋訓練の指導は，個別にきめ細やか
でなければ骨盤底筋訓練の継続につながらない
と考えられる。今後は訓練の継続を阻害する要
因や医療関係者が行なっている骨盤底筋訓練の

指導方法に関する詳細な研究が必要である。
　一方，妊娠中から骨盤底筋訓練を開始した者
の方が出産後から開始した者よりも訓練の継続
率が有意に高かった。このことは，妊娠中から
骨盤底筋訓練を行ない習慣化していたことや，
骨盤底筋の収縮感覚を自覚できていたことが推
察される。出産と共に生活環境が変化する褥婦
に，新たに骨盤底筋訓練を生活の中に取り込む
のは困難なことと推察される。まして，骨盤底
筋の収縮感覚のない褥婦にとってはより困難な
ことと考えられる。
　骨盤底筋訓練の継続と尿失禁の間には有意な
差がなかった。骨盤底筋訓練は骨盤底筋群を確
実に収縮できていなければ効果は現れない。ま
た，尿失禁の原因が出産に伴う骨盤底の弛緩だ
けでなく神経の損傷による場合も考えられる。
今後はそれらをふまえた骨盤底筋訓練の指導方
法について詳細な把握を行なう必要がある。

３．尿失禁の関連要因
　尿失禁の関連要因と考えられている属性や出
産時の状況および便秘，骨盤底筋訓練の継続に
ついて尿失禁の有無との関連を検討した（表
4-1）。
　今回，尿失禁の関連要因とされている11項目
と尿失禁の有無について二者間で差を認めたの
は，児の出生時体重であった。尿失禁の危険
因子になる新生児の出生時体重は3400ｇ以上
（Haslam, 1997），4000ｇ以上（Wells, 1996）と
言われている。今回，3,300ｇ以上で有意な差
を認めたが，尿失禁の危険因子になり得るかど
うかについては，今後，他の産科要因との関係
やデータの集積を行ない分析・検討する必要が
ある。
　ロジスティック回帰分析により，11個の変数
を用いて尿失禁有りの確率を求めた結果，影響
の強い要因として６項目が残った。全体の正判
率は72.1％であった。しかし，尿失禁有群に対
する確率は13.1％であった。そのため，今回の
６変数について尿失禁の有無別にさらに詳細な
検討を加える必要がある。
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周産期における骨盤底筋訓練の尿失禁症状に及ぼす影響の検討　
―出産後４・５か月時における尿失禁症状―

Ⅴ．結　　語

　出産後４・５か月時点の尿失禁症状と骨盤底
筋訓練の実施状況及び諸要因との関連について
検討した結果，以下のことが明らかになった。
１．産後４か月以降も継続する尿失禁は約３割
みられ，尿失禁の程度は軽度であったが，約
３割はQOLに影響を及ぼしていた。
２．骨盤底筋訓練の知識を得ている者は，約３
割と少なく，そのうち，訓練を産後４・５か
月まで継続している者は２割弱であった。
３．骨盤底筋訓練の継続については，妊娠中か
ら訓練を開始することが継続率の向上につな
がることが示唆された。
４．尿失禁の発症に関連する要因については，
新生児の出生時体重があった。
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